平成２３年度青森県地域資源活用基礎調査事業費補助金交付要綱

　（趣旨）

第１　県は、本県の中小企業者が地域資源を活用して取り組む新商品の開発・販売等を促進するため、地域資源活用による取組の事業化に向けた基礎的な調査を行う事業に要する経費について、平成２３年度予算の範囲内において、中小企業者に対し、地域資源活用基礎調査事業費補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
　（補助対象者）

第２　この要綱において、補助金の交付の対象となる中小企業者とは、中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進に関する法律（平成１９年法律第３９号。以下「法」という。）第２条第１項に規定する中小企業者で、県内に事業所を有する者とする。
　（補助事業）

第３　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、法第２条第３項に規定する地域産業資源活用事業の事業化に向けた基礎的な調査を行う事業とする。
　（補助金の交付の対象となる経費及び補助金の額）

第４　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は別表のとおりとし、補助金の額は、補助対象経費の実支出額の２分の１に相当する額又は５００千円のいずれか低い額以内の額とする。

　（申請書等）

第５　規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。

２　規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書類は、次のとおりとする。

　(1) 事業計画書（第２号様式）

　(2) 収支予算書（第３号様式）

　(3) 申請者の定款又はこれに代わる書面（個人である場合を除く）
　(4) 申請者の最近２期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合にあっては、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類）
　(5) その他知事が定める書類

３　補助金の交付の申請をするに当たっては、当該補助金に係る消費税額及び地方消費税額に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下「消費税等仕入控除税額」という。）を減額して交付申請するものとする。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。

　（補助金の交付の条件）

第６　次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条の規定により付された条件となるものとする。

　(1) 補助事業に要する経費の配分の変更（別表に掲げるそれぞれの経費の２０パーセント以内の変更を除く。）又は補助事業の内容の変更（事業計画の円滑な実施に支障を及ぼすおそれがない軽微な変更を除く。）をする場合において、事業変更承認申請書（第４号様式）を知事に提出してその承認を受けること。

　(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合において、事業中止（廃止）承認申請書（第５号様式）を知事に提出してその承認を受けること。
　(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合において、速やかにその旨を知事に報告してその指示を受けること。

　(4) 補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明らかにする書類、帳簿等を備え付け、これらを平成２４年４月１日から５年間保管しておくこと。

　（申請の取下げの期日）

第７　規則第７条第１項の規定による補助金の交付の申請の取下げの期日は、補助金の交付の決定の通知を受けた日から起算して１０日を経過した日とする。

　（補助金の交付方法）

第８　補助金は、補助事業の完了後交付する。
　（補助金の請求）

第９　補助金の請求は、地域資源活用基礎調査事業費補助金請求書（第６号様式）を知事に提出して行うものとする。

　（実績報告）

第１０　規則第１２条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承認を受けた場合は、その日）から起算して１０日を経過した日又は平成２４年４月９日のいずれか早い期日までに事業実績報告書（第７号様式）に次に掲げる書類を添えて行うものとする。

　(1) 事業報告書（第８号様式）

　(2) 収支決算書（第９号様式）

　(3) 補助対象経費に係る支払証拠書類の写し

　(4) その他知事が定める書類
２　前項の実績報告を行うに当たっては、補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税等仕入控除税額を減額して報告するものとする。

　（消費税等仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第１１　補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控除額が確定した場合には、消費税等仕入控除税額報告書（第１０号様式）を提出するものとする。

２　知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除額の全部又は一部について、その返還を請求するものとする。
別表（第４関係）
	経費区分
	内　　　　　容

	事業費
	会議費、会場借料、通信運搬費、借損料、消耗品費（印刷製本費、資料購入費を含む）、マーケティング調査費（広報費、展示会等出展料を含む）、雑役務費、委託費（コンサルタント費を含む）

	謝　　　　金
	専門家謝金

	旅　　　　費
	専門家旅費、職員旅費

	試作・実験費
	試作・実験に係る経費（原材料費、試作費、実験費、委託費）


第１号様式（第５関係）

平成　　年　　月　　日

　青森県知事　三村　申吾　殿

　　　　　　　　住　所

申請者

　　　　　　　　氏　名（名称及び代表者氏名）　印

平成２３年度地域資源活用基礎調査事業費補助金交付申請書

　平成２３年度において実施する地域資源活用基礎調査事業について、地域資源活用基礎調査事業費補助金の交付を受けたいので、青森県補助金等の交付に関する規則第３条第１項の規定により、関係書類を添え下記のとおり申請します。

記

１　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金交付申請額

　(1) 補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　円

　(2) 補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　(3) 補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　円

　（注）次の算式を明記すること。

　　　　補助金所要額　－　消費税等仕入控除税額　＝　補助金交付申請額

２　添付書類

　(1) 事業計画書
　(2) 収支予算書

　(3) 定款又はこれに代わる書面（個人である場合を除く）

　(4) 最近２期間の事業報告書、貸借対照表及び損益計算書（これらの書類がない場合にあっては、最近１年間の事業内容の概要を記載した書類）

第２号様式（第５関係）

事　　業　　計　　画　　書

１　申請者の概要
	名　称：
役職名及び代表者名：
住　所：

	連絡先
	
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	
	担当者名（役職）
	

	
	資 本 金
(出 資 金)
	千円
	従業員
	人　

	
	主 た る
業　  種
	
	設立年月日
	年　月　日


２　補助事業の内容

	(1) 事業名
	※補助事業（基礎調査）の内容がわかるように簡潔に記載すること。


	(2) 地域資源名
	※活用する地域資源について、青森県地域産業資源活用事業の促進に関する基本的な構想に指定されている地域資源の中から記載すること。


	(3) 事業化しようとする地域資源事業の内容
	※基礎調査後に事業化しようとする地域資源事業の内容について、次の項目に沿って記載すること。
【「新商品の開発、生産又は需要の開拓の内容」、「新サービスの開発、提供又は需要の開拓（観光資源のみ）の内容」】
（記載例）
青森県の名峰△△山の裾野に広がる果樹園地帯で、「学びと癒し」をテーマに、多種多様な体験メニューの企画・実施、受入体制の整備、お土産品等の商品開発に取り組みながら、体験型観光農園事業を展開する。


	
	【新たな活用の視点（新規性）の内容】
（記載例）
全国的に、畜産関係の体験メニューを主体としたテーマパーク型の観光農園や、もぎ取り体験ができる観光農園は見られるが、農業についての「学び」の提供を主眼に置いた観光農園はないことから、多種多様な体験メニューの企画・実施により、四季を通じて、学び・癒し・楽しさを提供する観光農園を目指す。また、これまでには無かった有機的な連携体制の構築により、地域全体での受入体制・事業実施に取り組む。
【域外市場への需要開拓の内容】
（記載例）
グリーンツーリズムへの関心の高まりから、体験型観光や体験型修学旅行へのニーズが高まっており、東北新幹線全線開業やそれに伴うデスティネーションキャンペーン等の好機を最大限に活用し、県内外から、家族連れや小学生から高校生等の幅広い客層の来園を目指し、需要開拓を進める。


	(4) 事業の目的及び概要
	※(3)で記載した地域資源事業の事業化に向けて、どのような目的でどのような基礎調査を行うのか記載すること。
（記載例）
各種体験メニューの整備に向けて、モニターイベントを実施する。また、ＰＲ用パンフレットを作成し、各種イベントへの参加等により、知名度向上に向けてＰＲ活動を展開する。

	(5) 具体的な事業スケジュール等
	※補助事業（基礎調査）の具体的な内容（5Ｗ1Ｈ（誰が、何を、いつ、どこで、どうして、どのように））について記載すること。
（記載例）
企画した体験メニューのモニターイベントを△回開催し、アンケート調査票への記入を通して県外観光客のニーズを調査するとともに、専門家のアドバイスを受けながら、開催方法についての課題抽出・改良、スタッフの接客技術の改善等を行う。

また、観光客向けとタイアップ先開拓用の2種類のパンプレットを作成し、各種イベントへの参加によるＰＲ、地元業者、旅行代理店等へのＰＲを行う。

	(6) 実施期間
	開始予定年月日　　平成　　年　　月　　日

完了予定年月日　　平成　　年　　月　　日


（注）必要に応じて概要図等の資料を添付すること。
第３号様式（第５関係）

収　　支　　予　　算　　書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　　　目
	予　算　額
	摘　　　　　　要

	補助金
	
	

	自己資金
	
	

	その他
	
	

	合計
	
	


２　支出の部
　(1) 総括表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	予　算　額
	摘　　　　　　要

	
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額
	

	事業費
	
	
	
	

	謝金
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	

	試作・実験費
	
	
	
	

	計
	
	
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	


備考1　各費用区分について消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）を除いた額で記載し、その総額に消費税等の率を乗じた額を記載した上で合計額
を算出してください。

補助金については、原則消費税等を除いた金額を対象とします。

　(2) 内訳表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内　　　容
	内　　　訳
	規格等
	単価
	数量
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	Ａ．事業費
	会議費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	会場借料
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	借損料
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	マーケティング調査費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　　　計
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内　　　容
	内　　　訳
	規格等
	単価
	数量
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金交付申請額

	Ｂ．謝金
	専門家謝金
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　　　計
	
	
	

	Ｃ．旅費
	専門家旅費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	職員旅費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　　　計
	
	
	

	Ｄ．

試作・実験費
	試作・実験に係る経費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　　　計
	
	
	

	Ａ～Ｄの合計
	
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	


　（注）必要に応じて欄を繰り返し設けて記載すること。

第４号様式（第６関係）

平成　　年　　月　　日

　青森県知事　三村　申吾　殿

　　　　　　　　　　　住　所

補助事業者

　　　　　　　　　　　氏　名（名称及び代表者氏名）　印

平成２３年度地域資源活用基礎調査事業変更承認申請書
　平成　　年　　月　　日付け青経支第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた地域資源活用基礎調査事業について、下記のとおり変更したいので、平成２３年度地域資源活用基礎調査事業費補助金交付要綱第６第１号の規定により、関係書類を添え申請します。

記

１　変更の内容

２　変更の理由

（注）事業計画書及び収支予算書を添付し、事業内容については、変更箇所に下線を引くとともに、収支予算書については、変更前の額を上段に（　）書きし、変更後を下段に記載すること。
第５号様式（第６関係）

平成　　年　　月　　日

　青森県知事　三村　申吾　殿

　　　　　　　　　　　　住　所

補助事業者

　　　　　　　　　　　　氏　名（名称及び代表者氏名）　印

平成２３年度地域資源活用基礎調査事業中止（廃止）承認申請書

　平成　　年　　月　　日付け青経支第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた地域資源活用基礎調査事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、平成２３年度地域資源活用基礎調査事業費補助金交付要綱第６第２号の規定により申請します。

記

１　中止（廃止）の理由

２　中止の期間（廃止の時期）

第６号様式（第９関係）

平成　　年　　月　　日

　青森県知事　三村　申吾　殿

　　　　　　　　　　　　住　所

補助事業者

　　　　　　　　　　　　氏　名（名称及び代表者氏名）　印

平成２３年度地域資源活用基礎調査事業費補助金請求書

　平成　　年　　月　　日付け青経支第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた地域資源活用基礎調査事業費補助金を下記のとおり請求します。

記

１　請求金額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　円也

２　振込先
	金融機関名、支店名
	

	口座種別及び口座番号
	

	口座名義（カナ）
	


第７号様式（第１０関係）

平成　　年　　月　　日

　青森県知事　三村　申吾　殿

　　　　　　　　　　　住　所

補助事業者

　　　　　　　　　　　氏　名（名称及び代表者氏名）　印

平成２３年度地域資源活用基礎調査事業実績報告書

　平成　　年　　月　　日付け青経支第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた地域資源活用基礎調査事業が完了したので（地域資源活用基礎調査事業を廃止したので）、青森県補助金等の交付に関する規則第１２条の規定により、関係書類を添え下記のとおり報告します。

記

１　補助金額　　　　　　　　　　　　　　円

（注）次の算式を明記すること。

　　　　補助金所要額　－　消費税等に係る仕入控除税額　＝　補助金額

　
２　添付書類

　(1) 事業報告書

　(2) 収支決算書

　(3) 補助対象経費に係る支払証拠書類の写し

第８号様式（第１０関係）

事　　業　　報　　告　　書

１　申請者の概要
	名　称：

役職名及び代表者名：
住　所：

	連絡先
	
	電話番号
	

	
	
	FAX番号
	

	
	
	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	

	
	
	担当者名（役職）
	

	
	資 本 金
(出 資 金)
	千円
	従業員
	人　

	
	主 た る
業　  種
	
	設立年月日
	年　月　日


２　補助事業の内容

	(1) 事業名
	※事業計画書から転記すること。


	(2) 地域資源名
	※事業計画書から転記すること。


	(3) 事業化しようとする地域資源事業の内容
	※事業計画書から転記すること。
【「新商品の開発、生産又は需要の開拓の内容」、「新サービスの開発、提供又は需要の開拓（観光資源のみ）の内容」】



	
	【新たな活用の視点（新規性）の内容】
【域外市場への需要開拓の内容】


	(4) 事業の目的及び概要
	※事業計画書から転記すること。


	(5) 具体的な事業スケジュール等
	※事業計画書の具体的な事業内容と対応させて、具体的な実績（５Ｗ１Ｈ（誰が、何を、いつ、どこで、どうして、どのように））について記載すること。

	(6) 実施期間
	開始年月日　　平成　　年　　月　　日

完了年月日　　平成　　年　　月　　日


（注）必要に応じて概要図等の資料を添付すること。

第９号様式（第１０関係）

収　　支　　決　　算　　書

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	項　　　目
	予　算　額
	決　算　額
	増　減
	摘　　　要

	
	
	
	増
	減
	

	補助金
	
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	


２　支出の部
　(1) 総括表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	経費区分
	補助事業に要した経費
	補助対象経費
	補助金額
	摘　　　要

	
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	増　減
	

	
	
	
	
	
	
	
	増
	減
	

	事業費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	謝金
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	旅費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	試作・実験費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


備考1　各費用区分について消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）を除いた額で記載し、その総額に消費税等の率を乗じた額を記載した上で合計額
を算出してください。

補助金については、原則消費税等を除いた金額を対象とします。

　(2) 内訳表　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内　　　容
	内　　　訳
	規格等
	単価
	数量
	補助事業に要した経費
	補助対象経費
	補助金額

	Ａ．事業費
	会議費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	会場借料
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	通信運搬費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	借損料
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	マーケティング調査費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	雑役務費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	委託費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　　　計
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内　　　容
	内　　　訳
	規格等
	単価
	数量
	補助事業に要した経費
	補助対象経費
	補助金額

	Ｂ．謝金
	専門家謝金
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　　　計
	
	
	

	Ｃ．旅費
	専門家旅費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	職員旅費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　　　計
	
	
	

	Ｄ．

試作・実験費
	試作・実験に係る経費
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小　　　　　計
	
	
	

	Ａ～Ｄの合計
	
	
	

	消費税及び地方消費税
	
	
	

	合　　　　　計
	
	
	


　（注）必要に応じて欄を繰り返し設けて記載すること。

第１０号様式（第１１関係）

平成　　年　　月　　日

　青森県知事　三村　申吾　殿

　　　　　　　　　　住　所

補助事業者

　　　　　　　　　　氏　名（名称及び代表者氏名）　印

平成２３年度地域資源活用基礎調査事業消費税等仕入控除税額報告書

　平成　　年　　月　　日付け青経支第　　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた地域資源活用基礎調査事業費補助金について、平成２３年度地域資源活用基礎調査事業費補助金交付要綱第１１第１項の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　青森県補助金等の交付に関する規則第１３条に基づく確定補助金額

　（平成　　年　　月　　日付け青経支第　　　号による補助金の額の確定通知額）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金の額の確定時における消費税等仕入控除税額（Ａ）　　　　　　　　　　　円

３　消費税及び地方消費税の確定に伴う補助金に係る消費税等仕入控除税額（Ｂ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（Ｂ－Ａ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（注）内訳資料その他参考となる資料を添付すること。

